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第1 基準に準拠している旨 

監査委員は、備前市監査基準（平成28年備前市監査委員訓令第4号）に準拠して審査を

行った。 

 

第2 審査の種類 

健全化判断比率審査（法第3条第1項の規定による審査） 

資金不足比率審査（法第22条第1項の規定による審査） 

 

第3 審査の対象 

法第 3条第 1項及び第 22条第 1項の規定により備前市長から審査に付された平成 29年

度備前市健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負

担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類、資金不足比率及びその算定の基

礎となる事項を記載した書類 

 

第4 審査の着眼点 

有効性、効率性、経済性、合規性、実在性、網羅性、権利及び義務の帰属、評価の妥当

性、期間配分の適切性、表示の妥当性等 

 

第5 審査の主な実施内容 

証憑
ひょう

突合、帳簿突合、計算突合、分析的手続、質問、閲覧等の手法により、効果的かつ

効率的に十分かつ適切な審査の証拠を入手して審査を実施した。 

また、必要に応じ関係者からの説明を聴取して審査を実施した。 

 

第6 審査の実施場所及び日程 

審査の実施場所：備前市役所（備前市東片上126番地） 

日程：平成30年7月25日から同年8月27日まで 

 

第7 審査の結果 

1 総合意見 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類、資金不

足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも関係法令等に準拠して

作成され、その算定は適正であると認められた。 
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2 個別意見 

(1)  健全化判断比率 

  健全化判断比率の状況は、次のとおりである。 

（単位：％、ポイント） 

区    分 平成 29 年度 28 年度 増   減 
早期健全化 
基    準 

財政再生 
基   準 

実 質 赤 字 比 率 
― 

（△4.92） 
― 

（△4.04） 
△0.88 13.06  20.00  

連結実質赤字比率 
― 

（△50.43） 
― 

（△43.21） 
△7.22 18.06  30.00  

実 質 公 債 費 比 率 12.5 12.3 0.2 25.0  35.0  

将 来 負 担 比 率 8.7 21.4 △12.7 350.0   

（注 1） 実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果が赤字でないため「－」で表示した。 

（注 2） 各比率の（ ）内の数値は計算結果に基づく数値を参考として表示した。 

 

ア 実質赤字比率 

29 年度の実質赤字比率については、該当の数値はない。 

参考としての比率は△4.92％となり、前年度に比べ 0.88 ポイント改善している。 

 

イ 連結実質赤字比率 

29 年度の連結実質赤字比率については、該当の数値はない。 

参考としての比率は△50.43％となり、前年度に比べ 7.22 ポイント改善している。 

 

ウ 実質公債費比率 

29 年度の実質公債費比率は 12.5％で、前年度に比べ 0.2 ポイント悪化しているが、早

期健全化基準を下回った数値となっている。 

 

エ 将来負担比率 

29 年度の将来負担比率は 8.7％で、前年度に比べ 12.7 ポイント改善しており、早期健

全化基準を下回った数値となっている。 
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（2）資金不足比率 

資金不足比率の状況は、次のとおりである。  

                      （単位：％、ポイント） 

区      分 平成 29 年度 28 年度 増 減 経営健全化基準 

水 道 事 業 会 計 ― ― ― 

20.0 

下 水 道 事 業 会 計 ― ― ― 

病 院 事 業 会 計 ― ― ― 

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 ― ― ― 

宅 地 造 成 分 譲 事 業 特 別 会 計 ― ― ― 

企 業 用 地 造 成 事 業 特 別 会 計 ― ― ― 

   29 年度の各特別会計及び事業会計における資金不足額はなく、資金不足比率については、

該当の数値はない。 
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第１ 算定対象会計 

  健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。 
 

普

通

会

計 

一 般 会 計 

 

 

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 

飲 料 水 供 給 事 業 特 別 会 計 

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 

公

営

事

業

会

計 

一般会計等以外

の特別会計のうち

公営企業に係る

特別会計以外の

特別会計 

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 

 介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 

法適用公営企業 

水 道 事 業 会 計  

下 水 道 事 業 会 計 

病 院 事 業 会 計 

法 非 適 用 

公 営 企 業 

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 

宅 地 造 成 分 譲 事 業 特 別 会 計 

企 業 用 地 造 成 事 業 特 別 会 計 

   

一 部 事 務 組 合 ・ 

広 域 連 合 

岡 山 県 市 町 村 総 合 事 務 組 合  

岡 山 県 市 町 村 税 整 理 組 合 

岡 山 県 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 

東 備 消 防 組 合 

和 気 老 人 ホ ー ム 組 合 

和 気 北 部 衛 生 施 設 組 合 

旭 東 用 排 水 組 合 

東 備 農 業 共 済 事 務 組 合 

岡 山 県 広 域 水 道 企 業 団 

 

地方公社・第三セクター等 岡 山 県 信 用 保 証 協 会  

 

第三セクターのうち、要件に該当しない団体（損失補償契約を締結していない等） 

・岡山県農業信用基金協会 ・一般財団法人岡山セラミックス技術振興財団 

・全国漁業信用基金協会 ・公益財団法人岡山県臓器バンク 

・公益社団法人おかやまの森整備公社 ・一般財団法人備前市施設管理公社 

・作州かがみの森林組合 ・公益財団法人岡山県健康づくり財団 

・社会福祉法人備前市社会福祉事業団 ・一般財団法人砂防フロンティア整備推進機構 

・公益財団法人岡山県環境保全事業団 ・公益財団法人岡山県林業振興基金 

・一般財団法人吉井川水源地域対策基金 ・公益財団法人岡山県暴力追放運動推進センター 

・公益財団法人岡山県郷土文化財団 ・公益財団法人岡山県動物愛護財団 

・公益財団法人岡山県農林漁業担い手育成財団 ・社会福祉法人吉永福祉会 

・一般財団法人岡山県水産振興協会              

・一般財団法人岡山県牛窓海洋スポーツ振興会 

・片上埠頭開発株式会社 

・株式会社オービス 

・地方共同法人地方公共団体金融機構 

・山陽放送株式会社 

・日生有線テレビ株式会社 

 

実

質

公

債

費

比

率 

実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

将

来

負

担

比

率 

資

金

不

足

比

率 
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第 2 健全化判断比率 

1  実質赤字比率 

実質赤字比率は、福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程

度を指標化し、財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。 

実質赤字比率＝一般会計等の実質赤字額Ａ／標準財政規模Ｂ 

29 年度における本市の実質収支額は 5億 9029 万余円の黒字となっているため、実質赤字

比率については、該当の数値はない。 

参考としての比率は△4.92％で、前年度に比べ 0.88 ポイント改善している。 

                                             （単位：％、ポイント） 

区       分 平成 29 年度 28 年度 増   減 

本市の参考比率 (Ａ／Ｂ) △4.92 △4.04 △0.88 

                                              （単位：千円、％） 

区      分 
実 質 収 支 額 

増減額 増減率 
平成 29 年度 28 年度 

一   般   会   計 567,840 476,377 91,463 19.2 

一 般 会 計 等 に 属 す る 特 別 会 計 22,453 17,506 4,947 28.3 

 

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 4,221 3,978 243 6.1 

飲 料 水 供 給 事 業 特 別 会 計 6,710 4,897 1,813 37.0 

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 11,522 8,631 2,891 33.5 

計 (Ａ) 590,293 493,883 96,410 19.5 

標 準 財 政 規 模  (Ｂ) 11,974,773 12,216,870 △242,097 △2.0 

 

なお、標準財政規模は、標準税収入額等 54 億 4359 万余円、普通交付税額 58 億 7411 万

余円及び臨時財政対策債発行可能額 6 億 5706 万余円の計 119 億 7477 万余円であり、前年

度に比べ 2億 4209 万余円（2.0％）の減少となっている。 

 

〔標準財政規模〕                                        （単位：千円、％） 

区 分 平成 29 年度 28 年度 増 減 額 増 減 率 

標 準 税 収 入 額 等 5,443,597 5,426,527 17,070 0.3 

普 通 交 付 税 額 5,874,113 6,117,974 △243,861 △4.0 

臨時財政対策債発行可能額 657,063 672,369 △15,306 △2.3 

計 11,974,773 12,216,870 △242,097 △2.0 

（注） 標準財政規模とは、一般財源の標準的な規模を示す指標で、標準税収入額等に普通交付税額及び臨時財政 

対策債発行可能額を加えたものである。 
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2 連結実質赤字比率 

連結実質赤字比率は、全ての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字

の程度を指標化し、財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。 

連結実質赤字比率＝連結実質赤字額（Ａ＋Ｂ）／標準財政規模Ｃ 

29 年度における本市の連結実質収支額等は 60 億 3919 万円の黒字となっているため、連

結実質赤字比率については、該当の数値はない。 

参考としての比率は△50.43％で、前年度に比べ 7.22 ポイント改善している。 

                                              （単位：％、ポイント） 

区     分 平成 29 年度 28 年度 増   減 

本市の参考比率 （Ａ＋Ｂ）／Ｃ △50.43 △ 43.21 △7.22 

       （単位：千円、％）                   

会     計     名 
実質収支額 

平成 29 年度 28 年度 増減額 増減率 

一 般 会 計 567,840 476,377 91,463 19.2 

一般会計等に属する 

特 別 会 計 

土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 4,221 3,978 243 6.1 

飲料水供給事業特別会計 6,710 4,897 1,813 37.0 

駐 車 場 事 業 特 別 会 計 11,522 8,631 2,891 33.5 

一般会計等以外の特

別会計のうち公営企

業に係る特別会計以

外の特別会計 

国民健康保険事業特別会計 358,432 255,048 103,384 40.5 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 

（ 介 護 保 険 事 業 勘 定 ） 
214,743 206,646 8,097 3.9 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 

（予防サービス事業勘定 ） 
277 843 △566 △67.1 

後期高齢者医療事業特別会計 2,715 3,825 △1,110 △29.0 

計 (Ａ) 1,166,460 960,245 206,215 21.5 

会     計     名 
資金剰余額 

29 年度 28 年度 増減額 増減率 

法 適 用 公 営 企 業 

水 道 事 業 会 計 2,297,578 2,393,285 △95,707 △4.0 

下 水 道 事 業 会 計 512,554 244,415 268,139 109.7 

病 院 事 業 会 計 1,519,055 1,665,854 △146,799 △8.8 

法非適用公営企業 

浄化槽整備事業特別会計 4,603 6,538 △1,935 △29.6 

宅地造成分譲事業特別会計 15,367 9,253 6,114 66.1 

企業用地造成事業特別会計 523,573 ― 523,573 皆増 

計 (Ｂ) 4,872,730 4,319,345 553,385 12.8 

合  計 (Ａ+Ｂ) 6,039,190 5,279,590 759,600 14.4 

標 準 財 政 規 模 (Ｃ) 11,974,773 12,216,870 △242,097 △2.0 

なお、連結実質収支額等の合計は、前年度に比べ 7億 5960 万円(14.4％)の増加となって

いる。これは主として、下水道事業会計の資金剰余額が増加したことによるものである。 
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3 実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等が負担する借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさ

を指標化し、資金繰りの危険度を示したもので、比率は次の算式による。 

実質公債費比率＝{（Ａ＋Ｂ＋Ｃ－Ｄ－Ｅ）／（標準財政規模Ｆ－Ｅ）}の 3か年平均 

Ａ 地方債の元利償還金 

Ｂ 満期一括償還地方債の 1年当たりの元金償還金に相当するもの 

Ｃ 準元利償還金 

Ｄ 特定財源 

Ｅ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

 

29 年度の実質公債費比率は 12.5％で、前年度に比べ 0.2 ポイント悪化しているが、早

期健全化基準（25.0％）を下回った数値となっている。 

単年度の数値は 13.19274％であり、昨年度 13.14644％と比べて 0.0463 ポイント悪化し

ている。 

（単位：％、ポイント） 

区      分 平成 29 年度 28 年度 増 減 

実質公債費比率（Ｇ＋Ｈ＋Ｉ）／3 12.5 12.3 0.2 

(注)  実質公債費比率は、単年度数値の 3 か年の平均で、小数点第 2 位以下を切り捨てた数値である。 

                                        （単位：千円、％） 

区      分 平成 29 年度 28 年度 27 年度 

Ａ 地 方 債 の 元 利 償 還 金 1,818,144 1,724,048 1,703,983 

Ｂ 
満期一括償還地方債の 1年当たり

の元金償還金に相当するもの 
― ― ― 

Ｃ 準 元 利 償 還 金 2,009,138 2,184,214 2,023,442 

Ｄ 特 定 財 源 174,107 206,075 172,302 

Ｅ 
元利償還金・準元利償還金に係る

基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 
2,388,480 2,413,377 2,426,879 

Ｆ 標 準 財 政 規 模 11,974,773 12,216,870 12,447,219 

実質公債費比率に係る単年度の数値 (Ｇ) 13.19274 (Ｈ) 13.14644 (Ｉ)  11.25954 

（参考） 平成 26 年度の単年度実質公債費比率は、12.53633％である。 
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(1) 元利償還金及び準元利償還金の状況 

元利償還金及び準元利償還金は、前年度に比べ 8098 万円（2.1％）減少している。 

これは、下水道事業会計への企業債償還のための繰出金が減少したことが主な要因で

ある。 

   （単位：千円、％） 

 

 

 

 

区       分 平成 29 年度 28 年度 増 減 額 増減率 

元 利 償 還 金 （ 一 般 会 計 等 ） 1,818,144 1,724,048 94,096 5.5 

満 期 一括 償還 地方 債 の 1 年 当 た り の 

元 金 償 還 金 に 相 当 す る も の 
― ― ― ― 

準 元 利 償 還 金 2,009,138 2,184,214 △175,076 △8.0 

  水 道 事 業 会 計 7,493 9,317 △1,824 △19.6 

  下 水 道 事 業 会 計 1,660,597 1,788,986 △128,389 △7.2 

  病 院 事 業 会 計 166,692 204,138 △37,446 △18.3 

  浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 11,098 11,098 ― ― 

  企 業 用 地 造 成 事 業 特 別 会 計 64,230 64,307 △77 △0.1 

  国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 524 507 17 3.4 

 
一 部 事 務 組 合 の 起 こ し た 地 方 債 に      

充 て た と 認 め ら れ る 負 担 金 
81,660 86,083 △4,423 △5.1 

  一 時 借 入 金 利 子 ― ― ― ― 

 公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 16,844 19,778 △2,934 △14.8 

計 3,827,282 3,908,262 △80,980 △2.1 
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(2) 特定財源 

特定財源は、前年度に比べ 3196 万余円（15.5％）の減少となっている。これは、公共下水道

事業に係る企業債の償還に充てることができる都市計画税の金額が減少したことなどによるもの

である。 

 

（単位：千円、％） 

区      分 平成 29 年度 28 年度 増減額 増減率 

国 、 県 か ら の 利 子 補 給 ― ― ― ― 

貸付金の財源として発行した地方債に

係 る 貸 付 金 の 元 利 償 還 金 
444 615 △171 △27.8 

公 営 住 宅 使 用 料 28,215 19,992 8,223 41.1 

都 市 計 画 税 145,448 185,468 △40,020 △21.6 

計 174,107 206,075 △31,968 △15.5 

（注） 特定財源は、公債費に充当されているものである。 

 

 

(3) 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の状況 

元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は、前年度に比べ 2489 万余

円（1.0％）の減少となっている。これは、災害復旧費等に係る基準財政需要額が増加し

たものの、事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費などが減少したことに

よるものである。 

                                       （単位：千円、％） 

区     分 平成 29 年度 28 年度 増 減 額 増 減 率 

災害復旧費等に係る基準財政 

需 要 額 (注 1） 
1,281,731 1,227,928 53,803 4.4 

密度補正により基準財政需要 

額に算入された元利償還金 (注 2） 
68,109 84,051 △15,942 △19.0 

事 業 費 補 正に よ り 基 準 財政 

需要額に算入された公債費 (注 3）            
1,038,640 1,101,398 △62,758 △5.7 

計 2,388,480 2,413,377 △24,897 △1.0 

(注 1) 臨時財政対策債、旧合併特例事業債、過疎対策事業債及び財源対策債償還金が主なものである。 

(注 2) 一般会計出資債及び病院事業債償還金が主なものである。 

(注 3) 下水道費、清掃費及び道路橋りょう費の市債償還金が主なものである。 
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4 将来負担比率 

将来負担比率は、地方公共団体の一般会計の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性

のある負担等の現時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかど

うかを示すもので、比率は、次の算式による。 

将来負担比率＝（Ａ－Ｂ）／（Ｃ－Ｄ） 

          Ａ 将来負担額 

          Ｂ 充当可能な財源（基金・特定歳入等） 

          Ｃ 標準財政規模 

          Ｄ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額     

 

29 年度の将来負担比率は 8.7％で、前年度に比べ 12.7 ポイント改善している。これは主

として、将来負担額から基金等の充当可能な財源を差し引いた額が、前年度に比べ 12 億

6478 万余円（60.2％）減少したことによるものである。 

（単位：％、ポイント） 

区       分 平成 29 年度 28 年度 増 減 

将来負担比率（Ａ－Ｂ）／（Ｃ－Ｄ） 8.7 21.4  △12.7 

 （単位：千円、％） 

区       分 平成 29 年度 28 年度 増 減 額 増減率 

Ａ 将 来 負 担 額 37,679,722 38,958,838 △1,279,116 △3.3 

Ｂ 充当可能な財源（基金・特定歳入等） 36,842,718 36,857,051 △14,333 △0.0 

計 （Ａ－Ｂ） 837,004 2,101,787 △1,264,783 △60.2 

Ｃ 標 準 財 政 規 模 11,974,773 12,216,870 △242,097 △2.0 

Ｄ 
元利償還金及び準元利償還金に係る 

基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 
2,388,480 2,413,377 △24,897 △1.0 

計 （Ｃ－Ｄ） 9,586,293 9,803,493 △217,200 △2.2 
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(1) 将来負担額の状況 

将来負担額は 376 億 7972 万余円で、前年度に比べ 12 億 7911 万余円（3.3％）の減少

となっている。これは主として、公営企業債等繰入見込額が大きく減少していることによ

るものである。 

（単位：千円、％） 

区     分 平成 29 年度 28 年度 増 減 額 増減率 

地 方 債 の 現 在 高 18,547,064 18,611,549 △64,485 △0.3 

債務負担行為に基づく支出予定額 161,053 201,511 △40,458 △20.1 

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額 17,233,670 18,133,660 △899,990 △5.0 

組 合 等 へ の 負 担 等 見 込 額 333,972 410,013 △76,041 △18.5 

退 職 手 当 負 担 見 込 額 1,403,609 1,601,970 △198,361 △12.4 

設立法人の負債額等負担見込額 354 135 219 162.2 

 第 三 セ ク タ ー 等 354 135 219 162.2 

計 37,679,722 38,958,838 △1,279,116 △3.3 

 

(2) 充当可能な財源（基金・特定歳入等） 

充当可能な財源は、財政調整基金等の 19 基金 110 億 5483 万余円、国庫支出金等の特

定歳入 16億 241 万余円、地方交付税の算定に用いる基準財政需要額へ算入される見込額

241 億 8547 万余円で、全体では 368 億 4271 万余円となっており、前年度に比べ 1433 万

余円（0.0％）の減少となっている。 

これは、財政調整基金やまちづくり応援基金等の充当可能な基金が増加したものの、基

準財政需要額へ算入される見込額が減少したことなどによるものである。 

（単位：千円、％） 

区     分 平成 29 年度 28 年度 増 減 額 増減率 

充 当 可 能 な 基 金 （注 1） 11,054,833 9,925,962 1,128,871 11.4 

充 当 可 能 な 特 定 歳 入 (注 2) 1,602,414 1,904,081 △301,667 △15.8 

    う ち 都 市 計 画 税 1,379,443 1,698,650 △319,207 △18.8 

基準財政需要額へ算入される見込額 (注 3) 24,185,471 25,027,008 △841,537 △3.4 

計 36,842,718 36,857,051 △14,333 △0.0 

(注 1) 地方自治法第 241 条に規定する基金で、現金、預金、国債等で保有しているものである。 

(注 2) 地方債の償還に充当することができる国・県等からの補助金、公営住宅の使用料などが対象である。 

(注 3) 普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体の財政需要を合理的に算出した額のうち、公債費等につ 

いて国の定めた算定額を基準財政需要額として算入するものである。 
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5 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模と比較して指標化し、経

営状況の深刻度を示すものである。 

比率は次の算式による。 

資金不足比率＝資金不足額／事業規模（Ｅ） 

    

(1) 法適用企業 

法適用企業の資金不足額は次の算式による。 

資金不足額（資金剰余額（負数表示））＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ 

(Ｄは、Ａ＋Ｂ－Ｃ＞0 であれば算入。ただし、この場合において、Ａ＋Ｂ－Ｃ 

－Ｄ＜0となるときは、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ＝0とする。) 

Ａ 流動負債（流動負債の額－控除企業債等） 

Ｂ 算入地方債の現在高 

Ｃ 流動資産（流動資産の額－控除財源等） 

Ｄ 解消可能資金不足額 

  

法適用企業の資金不足額はなく、剰余額は、水道事業会計で 22億 9757 万余円となり、

前年度に比べ 9570 万余円減少し、下水道事業会計で 5 億 1255 万余円となり、前年度に

比べ 2 億 6813 万余円増加し、病院事業会計で 15 億 1905 万余円となり、前年度に比べ 1

億 4679 万余円の減少となっている。 

    （単位：千円） 

区 分 会計年度 

流 動 

負 債 

(Ａ) 

算 入 

地方債の残高 

(Ｂ) 

流 動 

資 産 

(Ｃ) 

解 消 

可 能 

資 金 

不足額 

(Ｄ) 

資 金 

剰 余 額 

事 業 

規 模 

(Ｅ) 

水  道 

事  業 

会  計 

平成 29 年度 120,616 ― 2,418,194 ― 2,297,578 761,532 

   28 年度 71,931 ― 2,465,216 ― 2,393,285 746,273 

増 減 額 48,685 ― △47,022 ― △95,707 15,259 

下水道 

事  業 

会  計 

29 年度 507,192 ― 1,019,746 ― 512,554 722,748 

   28 年度 97,046 ― 341,461 ― 244,415 723,703 

増 減 額 410,146 ― 678,285 ― 268,139 △955 

病  院 

事  業 

会  計 

29 年度 385,228 ― 1,904,283 ― 1,519,055 4,109,960 

   28 年度 290,020 ― 1,955,874 ― 1,665,854 4,290,276 

増 減 額 95,208 ― △51,591 ― △146,799 △180,316 

（注 1）上記の表では資金剰余額について正の数で表示している。 
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(2) 法非適用企業 

(ア) 宅地造成事業を行っていない場合 

資金不足額（資金剰余額（負数表示））＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ 

(Ｄは、Ａ＋Ｂ－Ｃ＞0であれば算入。ただし、この場合において、Ａ＋Ｂ－Ｃ 

－Ｄ＜0となるときは、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ＝0とする。) 

Ａ 歳出額 

Ｂ 算入地方債の現在高 

Ｃ 歳入額－翌年度に繰り越すべき財源 

Ｄ 解消可能資金不足額 

 (イ) 宅地造成事業を行っている場合 

資金不足額＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｆ－Ｄ 

(Ｄは、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｆ＞0であれば算入、ただし、この場合においてＡ＋Ｂ－

Ｃ－Ｆ－Ｄ＞0となるときは、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｆ－Ｄ＝0とする。） 

資金剰余額（負数表示）＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｆ＋Ｇ 

(Ｇは、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｆ＜0であれば算入、ただし、この場合においてＡ＋Ｂ－

Ｃ－Ｆ＋Ｇ＞0となるときは、Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｆ＋Ｇ＝0とする。） 

Ｆ 土地収入見込額 

Ｇ 地方債残高＋他会計長期借入金 

 

法非適用企業の資金不足額はなく、剰余額は、浄化槽整備事業特別会計で 460 万余円

であり、前年度に比べ 193 万余円減少し、宅地造成分譲事業特別会計で 1536 万余円であ

り、前年度に比べ 611 万余円増加し、企業用地造成事業特別会計で 5億 2357 万余円であ

り、前年度に比べ皆増となっている。 

（単位：千円） 

区  分 会計年度 
歳 出 額 

(Ａ) 

算 入 

地方債

の残高 

(Ｂ) 

歳入額-翌年

度に繰り越す

べ き 財 源 

(Ｃ) 

土 地 

収 入 

見 込 額 

(Ｆ) 

解消可能

資 金 

不 足 額 

(Ｄ) 

地方債残高+ 

他会計長期 

借 入 金 

(Ｇ) 

資 金 

剰 余 額 

事 業 規 模 

(Ｅ) 

浄 化 槽 

整備事業 

特別会計 

平成29年度 19,935 ― 24,538 ― ― ― 4,603 3,999 

28 年度 19,473 ― 26,011 ― ― ― 6,538 4,070 

増 減 額 462 ― △1,473 ― ― ― △1,935 △71 

宅地造成

分譲事業 

特別会計 

29 年度 29,584 ― 37,075 7,876 ― ― 15,367 15,367 

28 年度 10,389 ― 11,857 7,785 ― ― 9,253 9,253 

増 減 額 19,195 ― 25,218 91 ― ― 6,114 6,114 

企業用地

造成事業 

特別会計 

29 年度 64,287 ― 69,947 645,913 ― 128,000 523,573 523,573 

28 年度 236,041 ― 241,986 ― ― 192,000 0 197,945 

増 減 額 △171,754 ― △172,039 645,913 ― △64,000 523,573 325,628 

（注 1） 上記の表では、資金剰余額について正の数で表示している。 
(注 2) 宅地造成事業を行っている会計は、宅地造成分譲事業特別会計及び企業用地造成事業特別会計である。



 

 

 

 
 


